










































Research Study on Educational Improvement and Enrichment
with Industry Needs
　― Joint Industry-University Research Study on Educational Development 
Stimulates Social and Vocational Independence of Students ―　
布施　千草　　　古川　繁子　　　川村　博子　　　井口ひとみ
今井　訓子　　　清宮　宏臣　　　岩本　義浩　　　中西　正人
高倉　誠一　　　松本　和江　　　最上　豊夫　　　折井　　暁
　本学が取組む産業界のニーズに対応した教育改善・充実体制整備事業「産学協働による学生の社会的・
職業的自立を促す教育開発：学生のキャリアパス・キャリア準備性の確立を目的とした教育実践の質向
上」のうち、特に平成24年度における災害・緊急時の専門力・人間力の育成に係る取組みに焦点を当て、
その概要を取りまとめた。
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目的とした教育実践の質向上を目指し、産業界か
らの情報に基づき次の教育活動を展開する。
１）コミュニケーション機器を活用した学習支援
　産業界（施設・園等）におけるニーズを把握し、
介護・保育の現場において必要とされる専門力・
実践力の強化として、特に障害者に関わるコミュ
ニケーション技術を強化するために、図書館に配
置されているコミュニケーション機器を授業で紹
介・体験し、情報障害のある者・児童とのコミュ
ニケーションの状況と支援方法を学ぶ。また、学
園祭等で地域の方々への周知・啓発を行う。
２）介護予防（廃用症候群対策）学習の取組み
　介護施設における利用者の重度化による職員の
負担増化、業務の高度化に対応する方法や器具に
ついて学ぶ。また、重度化を進行させない介護予
防の方法を授業で学び、学園祭等で地域の方々へ
の周知・啓発を行う。
３）知的障害理解のための知能検査
　産業界（施設・園等）におけるニーズを把握し、
知的障害理解のために必要とされる専門力・実践
力の強化として、WISC等の心理査等を授業で紹
介・体験し、知的障害のある者についての理解を
深める。
４）相談支援センターを活用した学習支援
　保育の現場において必要とされる専門力・実践
力の現場として、本学の「相談支援センター」を
地域における子育て支援の場として周知し、学生
が子育て支援方法を学ぶとともに、地域の方々へ
の周知・啓発を行い、地域連携を深める。
５）キャリアポートフォリオ・学生支援システム
の拡充
　産業界のニーズを人間性・専門性の観点から自
己の振り返りができるように既存のキャリアポー
トフォリオの記載事項の改善を図る。併せて、学
生支援システム内の履修登録システムにおいてカ
リキュラム・授業内容の明確化への改善を図り、
学生の学修面での支援を側面的に支える。
６）キャリアガイダンス授業の強化充実
　人間関係力向上のためのアサーティブ講座、ス
トレスマネージメント講座に加え、入職後に必要
となる労働法に関する知識、ハラスメントの対策
などの知識を得ることによって職場適応力を身に
つけ働きやすい職場環境を理解する。
７）卒業生のホームヘルパー講師への養成・登用
　産業界（施設・園等）において職員のキャリア
形成支援の一つとして講師育成を行う。
（2）職場におけるキャリア形成支援
　産業界から事例を収集し、それらの産業界から
の情報に基づいた教育活動を展開し、併せて職場
におけるキャリア形成支援を目的として次のよう
な取組みを行う。
１）アンケート調査の実施
　産業界（施設・園等）における研修・仕事と家
庭の両立支援等の職員のキャリア形成支援等の実
態を把握するとともに、現場において必要とされ
る専門力・実践力・人間力についてのニーズを探
るため、産業界の了解を得て実態調査を行う。
２）キャリアアドバイザー・訪問調査員による企
業ヒアリング、卒業生のフォローアップ
　上記の実態調査として送付したアンケート調査
票に基づき、キャリアアドバイザー及び訪問調査
員が施設・園を訪問し、聴き取り調査を行う。また、
併せて、卒業生の在職する職場については、キャ
リアアドバイザーが職場訪問し、卒業生フォロー
を行う。
３）他大学との連携による事業の実施
　参加大学が合同で連携する産業界と取組の意見
交換を行うとともに、各テーマの取組内容を深め
るためワークショップを実施し、その結果を連携
校へフィードバックを行う。取り組んだ成果を共
有するために連携校が合同でシンポジウムを開催
し、連携校だけでなく他大学及び産業界へ広く認
知させる。
２　事業の概要
（1）専門力・人間力の開発
　産業界から事例を収集し、それらの産業界から
の情報に基づいた専門力・人間力の開発を行う。
具体的取組としては、次の事業を実施する。
１）災害・緊急時の専門力・人間力の育成と理論
の構築
　災害などの緊急時には地域社会、施設が協力し
て対応することが必要であり、それに応じられる
人材が求められている。上記の産業界（施設・園
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等）へのニーズ調査時にどのような人材が求めら
れるかを合わせて調査し、それに基づいて災害時
に対応する知識を修得する。
２）産業団体・地域と連携した災害時･緊急時の
支援方法の検討
　１)をうけ、地域･産業界と連携し、どのよう
な対策をとるかそれぞれの立場での具体的支援方
法を検討し、協力体制をとる。
３）産業界と連携した各種講演・講習会等による
先進的情報発信
　産業界（施設・園等）におけるニーズを把握し、
専門分野の実践力を向上する内容の講演会を開催
する。講演会は施設・学校・幼稚園・保育園関係
者、卒業生にも公開し、専門技術、キャリア形成
等を学ぶ機会とする。
３　現在の進捗状況
（1）科目立ち上げの経緯について
　平成24年４月から、地域介護福祉専攻では新た
に科目「災害・緊急時の介護」を立ち上げた。こ
のことは、平成22年～平成23年度文部科学省選定
大学生の就業力育成支援事業「専門性をコアとし
た就業継続力の育成」報告書に記載した「災害時
における介護福祉士・保育士としての専門力の強
化」の事業を発展させたものである。
　災害時における地域や施設・学校などにおいて、
リーダーシップのとれる介護福祉士・保育士なる
ための意識づけ、知識、実践力を強化するために
取り組んだ。
１）教材づくり
　まず前段階として、平成23年３月11日の東日本
大震災の際、高齢者、障害者、子どもが安心して
避難、生活するためにどのような関わりがあった
か、毎月の実態を新聞記事から抽出・分析し、有
効な教材づくりを考えた。
　系統だった教材づくりには至っていないが、学
生学習資料として､ 下記のファイルを作成した。
　①災害情報　朝日新聞　３月～ 12月　計11冊、
②災害情報　千葉日報　３月～ 12月　計３冊、
③災害情報　朝日新聞　高齢者用　２冊、④災害
情報　朝日新聞　障害者用１冊④災害情報　朝日
新聞　子ども用　１冊さらに、各機関、協会で紹
介された災害時の対応マニュアルを入手し、ファ
イル化も行った。
２）類似授業の展開
　時を同じくして、大学の発達学部において短期
大学教員が科目「事故・災害と救急救命法」を開
講し授業展開し始めた。東日本大震災からわずか
半年という時点であったため、充分上記資料を活
用できなかった。しかし、「災害」関連の授業の
必要性は、受講生の聴講態度、反応からもうかが
われ、次年度より聴講対象者を学部４年生から２
年、３年にも広げる予定となった。
　以上のことを踏まえて、地域介護福祉専攻教員
それぞれの専門性を生かし、災害時に必要な知識
を織り込んでの教育内容の検討に入った。
（2）科目「災害・緊急時の介護」の教育内
容の紹介
　授業目標：災害時や緊急時によって生じる直後・
中期的・長期的な介護の問題を理解し、介護福祉
士としての行動がとれるように基礎的知識と技術
を養う。
　授業方針：実際の事例等を通し、状況に応じた
災害時の介護実践力をたかめるようにする。
　第１回災害介護の必要性、第２回災害・緊急時
の種類と災害サイクル、トリアージの存在　第３
回人・生活に及ぼす影響　事例に見る生活保障　
第４回災害時のコミュニケーション支援　第５回
災害時支援の視点　からだとこころ　第６回～第
10回災害時の生活支援技術｢環境｣「食」「排泄」「睡
眠」「清潔」　第11回災害時の生活不活発病の予防
第12回　社会福祉施設における災害時の対応と防
災計画　第13回災害時の地域住民らとの防災計画
　第14回災害時の働く障害者への支援と災害後の
就労・継続支援　第15回まとめ、災害時の介護福
祉士としての役割
（3）実際の授業内容と成果
　第１回、第２回は布施が担当した。災害介護の
必要性を上記 ｢教材づくり｣ の資料を活用、新聞
切り抜き「避難後の命守らねば」「福祉避難所　
高齢者を守る」「老人ホームの66人救出」「“あっ
たかご飯”届けます」でグループワーク「災害時
必要な介護」について学習した。続いて ｢災害種
類と災害サイクル、トリアージの存在｣ について
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は、中村恵子監修「プレホスピタルケア・災害看護」
を参考に災害時のケア必要性、医療との連携に関
する基礎知識習得を目的に講義をおこなった。
学生の反応は、トリアージの講義により、「医療
との連携」を意識した様子がみられた。
　「災害とコミュニケーション」は古川が担当し、
デイフュ－ジング、デイブリーフイングの紹介を
行った。以下担当者による授業内容の詳細を述べ
る。
「災害時支援の視点：からだとこころ」（井口）
＜目的＞
・災害種類別（主として地震、水害、火山噴火）
にみた健康や生活の問題についてグループで話
し合い考えることができる。さらに、調査文献
を通して実際の状況を理解することができる。
・災害時期別問題（被災後の経過における保健活
動）について想定される状況をグループで話し
合い考えることができる。さらに、調査文献及
びＮ県の指針を理解し、将来的に自ら考えてい
くことができる基礎とする。
＜概要＞
　５～６名のグループで、代表的な自然災害と被
災がもたらす、（地震、水害、火山噴火）健康や
生活の問題についてグループで意見を出し合いま
とめる。次に、災害時期別問題（被災後の経過に
おける保健活動等）について想定される状況をグ
ループで意見を出し合いまとめる。それらについ
て、グループ発表と意見交換を行い、各グループ
の内容について共通理解をした。
　次に教師から、授業目的に合わせた参考文献を
用いてまとめを行った。
＜成果＞
　学生（39名）の授業後自由記載の感想の特徴的
なことは、以下についてであった。
・グループワークを行って、意見交換をしたこと
により、他メンバーの意見からの気づきがあっ
たこと、他のグループの発表を聴くことで、様々
な学びとできた。
・地震、水害、火山などの災害についてグループ
ワークをしたことによって今まで考えたことが
なかったことを真剣に取り組むことができた。
・学びを通して、災害時自分はどのように動けば
よいか考える機会になった。そのようなときに
少しでも支援できる自分になりたい。
・想定される時系列別・組織別の概要表からフェ
イズ０～３までの対策について知ることができ
た。連携が重要である。
・感染症が起きないように、衛生面の対応が大切
である。等であった。
　学生達は、真剣にグループワークに取り組み、
自由記載では、その他多くの意見感想が述べられ
ていた。
＜課題＞
　まとめでは、実際の災害からの研究論文や行政
の指標などを提示したことにより、少なからず現
状からの学びができたと考える。今後、学生たち
が働く福祉の現場で自ら考え行動できるようにし
ていくことが必要である。
「生活支援技術：環境」（中西）
＜目的＞
　地震に代表されるような、大規模災害に見舞わ
れた際、生活のよりどころとなる可能性の高い避
難所において、介護福祉士としてどのような支援
が必要となるかについて、その根拠と考えるため
の力を身につける。
＜概要＞
　東日本大震災における避難所での住環境につい
て講義を中心に展開し、介護福祉士を目指す学生
が避難所における、高齢者や障害者などの災害弱
者の視点で問題を考える場とした。講義では、警
察庁や厚生労働省などから出されている広報資料
などを活用し、被災地における具体的な避難所の
数や避難者数の推移などを確認。また、様々な報
道資料等から避難所で生活する人々の環境面での
問題点などをまとめ、パワーポイントを使用して
説明を行った。
　具体的には、避難所における問題点として、①
生活空間の問題、②避難所における温度の問題、
③避難所における明るさの問題、④避難所におけ
る音の問題、⑤避難所におけるにおいの問題、⑥
避難所における入浴設備等の清潔保持に関する環
境の問題、⑦避難所におけるトイレの問題、⑧そ
の他設備の問題、⑨避難所におけるプライバシー
の問題、計10項目について説明。
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　次に地方自治体などで示されている災害時の対
応方法などを参考に、問題に対する対応方法を示
した。また、本授業においては、災害弱者を支援
の対象者としたことから福祉避難所についての説
明も併せて行った。避難所と福祉避難所の違いや
地方自治体の取り組み状況、また現時点で表面化
している問題点についてである。
＜成果＞
　学生に学習の成果について自由記述してもらっ
た。学生は、避難所における様々な問題を知るこ
とができた点を成果に挙げていた。なかでも避難
所生活におけるストレスについて、その対応の必
要性を認識することができたとの記述が多く見ら
れた。またこのような問題点の把握と合わせて、
対応策について考える機会を得ることができたこ
との記述が多く見られた。記述内容には、学生が
自ら考え、教員でも予想していなかった対応策や
問題に対する指摘も見られた。具体的には、避難
所における環境整備という点で、物品や設備など
事前の準備が肝要であるが、準備した物品等が、
実際に使用できるような細かな配慮が必要である
との視点である。このような記述は、学生が、当
事者意識で問題について向き合うことができた成
果であったと考えられる。
＜課題＞
　課題としては、実行力を身につけていくことが
挙げられる。知識として、被災時の問題やその対
応策について理解することは今回の学習である程
度達成されたといえる。しかし実際に現場で対応
することが予想される介護福祉士には、予想を超
えた事態にも対応できる柔軟性や実行力が求めら
れる。そこでチームとしての動きや、情報も含め
た様々な資源の制約を想定した事例をロールプレ
イやグループワークなどの体験型の授業などを開
発し、学生の実践力を養うことが必要であると考
える。
「生活支援技術：清潔」（清宮）
＜目的＞
　災害・緊急時における生活において、清潔の観
点からどのような課題が生じるのかを理解し、清
潔を保つ視点や必要な備えなどについて理解す
る。
＜概要＞
　地震が落ち着いた直後にとる行動の一つとし
て、阪神淡路大震災後から言われている「地震の
揺れがおさまったら、まず直ちに水を溜めろ」と
いう言葉を紹介したうえで、東日本大震災後の
様子を記した新聞記事５つ１）を資料として用い、
資料の読み合わせをしながら、衛生や清潔の観点
からみた水の重要性について確認をした。
　水の重要性について、たとえば、トイレも風呂
も使えないことによる精神的疲労が生じること、
手洗いうがいや歯磨きができないことで避難所の
集団生活における細菌の増殖や感染症が広がる問
題や衣服の洗濯ができないことなど、飲むための
水だけでなく、生活用としての水としての役割を
確認した。
　災害緊急時において、上記のような状況が生じ
ることを念頭に置きながら、備えておくと役立つ
物品について、紹介をした2）。
＜成果＞
　授業後に書いてもらった学生の感想から推察する
と、清潔という観点に絞った授業展開によって、災
害緊急時においては、生活水としての水の重要性や
清潔を保つことの難しさを改めて理解してくれたよ
うに思われる。また、水なしで用いる洗髪用品や清
拭剤などの商品があることを紹介したことで、これ
らの用品が介護現場での活用はもちろんのこと、介
護といった場面に限らずに、災害緊急時にも大いに
役立つことを学んでくれたと思われる。
＜課題＞
　今回資料として用いた新聞記事は、介護現場と
いうわけではなく、避難所の集団生活に関するも
のがほとんどであった。今後は、介護という場面
において、より実践的に役立つことをねらいとし
ていくならば、提示する資料の内容や工夫が必要
と思われる。
1）①断水被害で切実な訴え（千葉日報2011/3/29）、②3週間お
風呂なし（千葉日報2011/4/3）、③忍び寄る感染症（朝日新
聞2011/4/16）、④感染予防に歯磨きを（朝日新聞2011/3/27）、
⑤水なき生活今も（朝日新聞2011/6/2）。
2）たとえば、「水なしで使える手の除菌、洗浄用品」「水なし
で用いる洗髪用品」「水なしで用いる清拭剤」「大判サイズ
のウェットタオル」など。
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「介護者としての災害と心のケアのあり方につい
て」（岩本）
＜目的＞
　災害被害者となった方々に対し介護職の立場に
立つ想定でどの様な心のケアを行っていけばよい
かについて将来的に自ら考えていくことができる。
＜概要＞
　ビデオ鑑賞後に数名の学生に感想を聞き併せて
感想記入用紙を配布した。配布用紙の内容は、「学
籍番号・氏名、①今回の感想　②授業への提案・
今回の事例にも取り上げてほしい事例　③この講
座は、将来役立つか『大変役立つ』『役立つ』『ど
ちらとも言えない』『あまり役立たない』『全然役
立たない』」項目の該当箇所に○を付ける用紙に
記入させた。
　教材：デビット・モロ（精神科医）監修『災害
と心のケア』アスクヒューマンケア（株）
　内容：災害が心にもたらすもの・ストレス反応
への上手な対応・子供へのケア、高齢者
へのケア・PDSD(心的外傷後ストレス障
害)・災害から何を学ぶか・被災者とコ
ミュニティの回復プロセスについて・編
者本人によるアメリカノースリッジ地震
被災者として受けた体験について
＜成果＞
　代表的な感想として、「災害時における人々の
『異常』な対応は『正常』な反応であることが理
解できた。その上で被災者と寄り添うことが大切
だと思った」、「相手（被災者）の方に主導権を握っ
てもらい聴くことが大切なのだと知った」「（被災
者に）できごと→考え→気持ちの順で話してもら
うと話しやすいという知識を今回得たことで、話
を聞くことができることと分かり今後役立てられ
ることがあるのではないかと思った」など似た感
想が多かった。評価「役に立つ、大変役に立つ」
への記入が86%を占め、被災者との関わり方への
関心の高さが伺えた。
＜課題＞
　「授業への提案・今回の事例にも取り上げてほ
しい事例」には、「実際の災害後等の支援場面の
VTR」や「被災当事者からの話」を希望する学
生もいた。このことから、災害状況で実際場面の
関わり方を知りたいと思う気持ちがありその場面
のやり取りを紹介することでより現状へのイメー
ジから身近で被災した想定の対応方法を理解しよ
うとしているのではないかと考えられる。以上を
踏まえた授業展開も必要だと思われる。
　１1994年１月17日アメリカ合衆国カリフォルニア州ロサン
ゼルス市ノースリッジ地方で発生した地震。マグニチュード
6.7、震源は14.6キロと極めて浅い。被害者数、死者57名、負
傷者約5,400人、入院1,467名にのぼる。
「生活不活発病」（今井）
＜授業の目的＞
　高齢者や障害者などの災害弱者と言われる人の
災害後の生活において、起こりやすい生活不活発
病とその対策について学ぶ。
＜概要＞
　生活不活発病は活動的な生活が行われなくなっ
て発症する症候群である。以前は廃用症候群とい
われていた。心身の機能を活用しなくなって起こ
る様々な疾患や症状を意味しているが、その原因
が生活状態そのものからきているため生活を活発
にすれば予防できるものである。災害時には以前
のような生活状況が望めず、災害弱者と言われる
人々は自ら復旧にかかわることができない。近親
者や親しい人が亡くなることもあり、強いストレ
スがかかり、動く気になれない。することがない
と動かず、さらには周りの人に気を使ってしまい、
じっとしていることも多い。この悪循環が生活不
活発病の発生につながる。これを予防するには①
できるだけ歩きましょう、ではなく具体的に説明
する②日中横にならない③フィットネスの向上④
避難所では通路を確保し役割をつくる、などを心
がけることが必要である。　
＜成果＞
　学生のアンケート結果より感想を抜粋してみ
る。「今まで生活習慣病について、寝たきりの方
がなるものだと思っていたが、自分で日常生活が
問題なく行われていた人まで、歩けなくなってし
まうことが分かり、怖いものだと思った。」「より
具体的な発案、行動をしなければプロではないと
思った。」「災害前からリスクのあるものは災害直
後から対応しないと急速に悪くなる。介護福祉士
として災害前から、情報を得て、様々な角度から
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対応できるマニュアル作りやネットワークを広げ
ておかなければいけないと思った。」「人を動かす
のは意欲だと思う。どのように意欲を持ってもら
うかが重要だと思う。」
　災害時には災害前以上に生活を活発化しない
と、災害で生じた、動けない・動かない状況を改
善することはできないといわれる。しかし、目前
にある復旧作業に関わっていると、災害弱者の日
常生活に目を向けることが後回しになってしまう
現実があることに気づいたようである。
　また、生活不活発病は防ぐことが可能だと理解
した。そして、災害時には介護福祉士の関われる
場面が少ないと思っていた学生が、災害直後は仕
方がないが、生命の危機がなくなったら早急に関
わることが役目であり、どのようにすればよいか
を具体的に示し、高齢者・障害者にも役目をもっ
てもらうことで、生活不活発病が防げると考えが
変わった。
＜課題＞
　授業後しばらくして生活不活発病の原因とどの
ような疾患や症状が出るかについてレポート課題
を提出した。起こりうる疾患には褥瘡、肺炎、関
節硬縮、うつ病などがあげられていた。疾患の簡
単な説明や症状の説明から生活不活発病の発生機
序および予防するにはどうすればよいのかを理解
した事は分かるが、なぜ災害時に特に問題になる
のか、平常時の対策に加えて何が必要なのかまで
触れている学生は少なかった。授業直後にはやり
がいや意欲をもつことが大切だとコメントしてい
たが、災害後の生活状況がイメージできないこと
が原因だと推察される。平常時の対策から災害後
の時期によって異なる可能なもの不可能なものを
整理して、マニュアル作りまで進めないと役立つ
支援方法にならないことが窺われた。
＜社会福祉施設における災害時の対応と防災計
画＞（中西）
＜目的＞
　地震に代表されるような、大規模災害に見舞わ
れた際、社会福祉施設において、どのような問題
が想定されるかについて理解すること、また考え
られる問題について対応できる力を身につける。
＜概要＞
　各省庁や報道機関などから発表されている各種
データや福祉関連の雑誌に掲載されている論文等
から、被災時の社会福祉施設における被害状況や
様々な問題（施設における物的・人的被害、社会
福祉施設としての事業継続に関する問題等）につ
いて整理したものを、パワーポイントを活用して
講義を行った。
　具体的には、被災時における社会福祉施設とし
て必要となるふたつの取り組みについて、その根
拠となる資料の提示、さらには、そこから見えて
きた対応策についてである。
　必要となる取り組みとは、ひとつ目として、従
来の社会福祉施設としての事業継続に関する対
応。また二つ目として、地域における避難所的な
役割への対応についてである。
　この２点については、同時進行的に対応する必
要性があることを紹介。問題と対応策については、
①物的資源、②人的資源、③その他の資源、の３
つの視点にわけ、具体的な事例を通して説明を
行った。
＜成果＞
　学生に授業における成果について自由記述して
もらった。学生からは、東日本大震災で受けた福
祉施設の被災状況について、その深刻さに驚かさ
れたとの記述が多く、問題の深刻さから対応の重
要性と問題に取り組む動機づけができたと考え
る。また学生からは、個別に挙げた具体的な問題
について知ることできた点、さらには具体的な対
応策を理解することができたことに対して有益で
あったとの記述が多く見られた。学生自らが、考
える力をつける前提となる知識を習得することが
ある程度できたといえる。また、複数の学生は、
講義内容にはなかった対応策について提案してい
る者もみられ、本授業内において学生が考える力
を身につける機会となったことも成果のひとつで
あった。
＜課題＞
　講義のみの授業展開により学生へ一方的な知識
の詰め込みになってしまった可能性がある。実行
力を身につけるためには、考えられる力を身につ
ける必要があり、考えるためにはその根拠となる
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知識が必要であることは言うまでもない。知識の
習得を第１に考えた点を考慮すれば、その成果は
これまでに述べたとおり、一定の成果が見られた
が、一方で問題や視点をさらに深めていく作業を
授業内で行うことができなかったために、学生
個々の理解を妨げるものになった恐れがある。今
後は、具体的な防災計画の策定などのグループ
ワークを行うなどして、学生自身が、考えられる
力を今回以上に獲得できるような働きかけが必要
であると感じる。また、策定した防災計画に基づ
いた動きをロールプレイすることで、実践力の向
上を目指した取り組みなども授業に組み込めるよ
う検討が必要である
「障害者の就労支援・定着支援」（川村）
＜目的＞
　地震に代表されるような、大規模災害・緊急時
の障害者の就労支援・定着支援について学ぶこと
を目的とした。
＜概要＞
１）岩手・宮城・福島県の失業者数
　失業手当を受けるために必要な離職票又は休業
票の交付数（2011.3.11 ～ 4.30：朝日新聞、労
働局集計）は、岩手県18,934人、宮城県36,887人、
福島県：13,807人で、東日本大震災前に同３県で
雇用保険に加入していた人数の4.6%に相当する。
２）障害者に対する就労支援
　平成23年４月４日から地域障害者職業センター
に「特別相談窓口」を設置した。設置県は青森・岩手・
宮城・福島・茨城・栃木・千葉。被災後の障害者
の雇用継続に関する相談業務等を実施した。
３）障害者雇用の状況（岩手・宮城・福島県）
　震災直後（平成23年３月）のハローワークでの
新規求職申込件数は242件（前年同月比▲25.5%）、
就職件数は201件（前年同月比▲6.9%）と減少が
著しかった。しかし、平成23年度上半期のハロー
ワークでの新規求職申込件数は3,192件（前年同
月比22.2%）、就職件数は1,384件（前年同月比4.7%）
と持ち直しつつある。
４）有効求職者数
　３県の有効求職者数は依然高水準で、特に沿岸
部では「求職者の就きたい仕事」と「求人の多い
仕事」のミスマッチが生じている。
５）障害者就労支援の充実
①　充実した内容
　「実習型雇用支援事業」として、被災した９県
の災害救助法適用地域に３月11日時点において居
住していた又は就業していた障害者について、被
災した９県の企業での実習期間終了後に、正規雇
入れをした場合の「正規雇用奨励金」を拡充〈支
給回数を３回に増やし、150万円を支給すること
とした。
②　その他の取組
　地域障害者職業センター（青森、岩手、宮城、
福島、茨城、栃木、千葉）に「特別相談窓口」を
設置し、障害者や事業主に対し、被災後も雇用が
継続されるよう相談・支援を実施した。
　また、障害者雇用納付金に基づく助成金の要件
緩和や障害者の就労支援機器等の優先的な貸出し
を実施した。
＜成果＞
　学生からは災害時には障害者が就労に関して特
に大変な思いをすることがよくわかった。訓練制
度の活用の有効性を改めて認識し、制度を活用し
た支援の必要性、支援制度の周知の大切さを感じ
た。支援に際しての人間関係の重要性について学
べたとする感想が多くみられ、災害・緊急時の障
害者の就労支援・定着支援の現状と課題について
学ぶことができたと考えられる。また、聴覚障害
のある高校生の子どもを一人で育てている女性が
水産加工工場の閉鎖後の求職活動に取り組む姿
や、水産加工工場に内定していた知的障害のある
特別支援学校３年生の男子学生が家族を支えるた
めに産業廃棄物事業所で委託訓練生として働く姿
を撮影したNHKのビデオには、自分の就職に向
けての勇気をもらったとの感想が多く聞かれた。
＜課題＞
　支援策が多岐に亘り制度の内容や仕組みが複雑
であるため詳細な説明は困難であり概要を話すに
留まらざるを得なかった。「障害の理解」等の他
の授業との連携を図りよりきめ細かな授業を行う
必要があると考えられる。
（4）「仮説福祉避難所」の開設を目指して
１）福祉避難所とは
　阪神・淡路大震災が起きた1995年以降、避難生
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活で体調を崩すなどして亡くなる「震災関連死」
が相次いだ。そこで、国が96年に既存の社会福祉
施設等を指定し、災害弱者に対応する「福祉避難
所」の設置方針を打ち出し、08年にはガイドライ
ンを策定した。被災時に、避難所に避難した者の
中から、特に介助等が必要な高齢者、障害者、妊
産婦などの「災害時要援護者」に対応できるよう
体制を整えた施設を指す。
２）福祉避難所成立の経緯と状況
①　国の動き
　○　1998年　「災害救助マニュアル」に基づき
社会福祉施設を障害者のための「福祉避難
所」として設置するよう、通達される。
　○　2004年10月　中越地震（M6.8）発生　　
　○　2006年３月　　前年策定の「災害時要援護
者の避難支援ガイドライン」が改訂。各市
町村が福祉避難所を予め指定する取り組み
が広がる。
　○　2007年３月　能登半島地震（M6.9）発生
　○　2007年７月　中越沖地震（M6.8）発生
　　　新潟市、柏崎市、仮羽村７カ所に福祉避難
所が開設
　○　2008年６月　岩手・宮城内陸地震（M7.2）
発生
　○　2008年６月　「福祉避難所に関するガイド
ライン」が策定
　○　2011年３月　宮城県177カ所、岩手県74カ
所、福島県37カ所が「福祉避難所」の指定
を受けている中、３月11日に東日本大震災
（M9.0）が発生
②　地方自治体の動き
　「福祉避難所」をキーワードに、各市町村の福
祉避難所の指定状況などの新聞報道を調査した。
先進的な取り組みを推進している主な自治体は以
下である。
③　千葉市の動き
　国の「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」
（2006年月３月改訂）に基づき、千葉市では2010年
３月、避難支援の対象者の範囲、自助・共助・公
助の役割分担、災害時要援護者情報の収集・共用
の方法、避難準備情報等の発令・伝達、支援体制
など、「千葉市災害時要援護者支援計画」を策定。
2012年12月現在、市内に88カ所の福祉避難所を指定
④　若葉区の動き
　若葉区「地域振興課くらし安心室」が中心とな
り、防災力アップのためのマニュアルの作成、告
知活動、地域自治会と連携した自主防災会の立ち
上げなどを推進している。若葉区では小・中・高
校、公民館など60カ所の避難場所、47カ所の避難
発行日 自治体名 指定内容及び特記事項
’11.9/8 須崎市
南海地震津波対策　防災関連補正予算1億8100万計上　○ベッド、発電機
500万円　○要援護者のデーターベース化500万円　○高台への避難道整
備318万円　○防災無線　全5000戸分3600万円
12/3 姶良市
「日本アマチュア無線連盟鹿児島県支部」と災害時の非常無線通信協力に
関する協定を締結
’12.1/13 八戸市
78施設と協定。486人を受け入れる予定職員の勤務シフト見直し。自家発
電機2台を増設
1/28 高知市
県立高知若草養護学校と協定。285人受け入れ市の指定する福祉避難所は
11カ所目で学校とは初めて11施設で1600人受け入れ可能。要援護者は約
11000人
3/20 いすみ市
県立夷隅特別支援学校を「福祉避難所」に指定
松戸市に次いで県内２例目
食料、日常品の調達、看護師、介護員の確保は市が担当する。
3/31 須崎市
２デイサービス施設を協定。計200人を収容
市の推定では要援護者は約2000人
8/23 大田市
「国立三瓶青少年交流の家」と協定締結。計５施設、300人収容可能
市の要援護者は約2000人
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所を指定している。2012年12月現在、福祉避難所
については障害者施設６カ所、高齢者施設16カ所
を事前指定している。現在、各福祉避難所の運営
について地域と連携した運営委員会の立ち上げを
推進している。
３）本学の「仮設福祉避難所」構想
　本学が1999年に開学して以降、多くの大規模な
地震が発生し、中越沖地震・東日本大震災の２度
の大きな災害には、学校をあげてボランティア活
動を行ってきた。本学の建学の精神の一つには、
障害者や高齢者を包み込む地域社会との交流、連
携・共同の推進がある。この精神の具体化を図る
ため、より積極的に、地域での災害時の貢献を模
索するようになった。
　短大周辺地域は、千葉市でも特に高齢化率が高
い地域であり、災害時には、避難所では対応しき
れない災害時要援護者が多く存在することが予想
されている。一方、福祉避難所は高齢者施設等の
機能を生かし、災害時要援護者の専門的な介助を
行う場所である。そこで、本学では既存の福祉避
難所に収まらない災害時要援護者に対応すべく、
臨時的に本学を「仮設福祉避難所」とし、災害発
生後極力短時間で立ち上げることを念頭に置き、
なおその後の運営を含めた学生への教育プログラ
ムの検討も視野に置いて、次のように、若葉区と
の連携、地域の各種団体との会議、関係する機関
等の調査を進めた。
①　植草学園の動き
　○　若葉区との相互連携協定締結
　　　　<協定締結式　2012．9．29>
　　　当学園が有する福祉、教育、医療分野に渡
る多様性を活かし、より広範な分野で若葉区
と相互に人的資源を活用するため、相互連携
に関する協定を結んだ。協定に“地域と連携
した防災対策に関すること”を明記した。
　○　若葉区地域ケア会議の開催
　　　　<2012．11．29開催>
　　　若葉区内の各種団体（区役所、社恊、老人
クラブ、医師、消防、警察、郵便局、民生委
員、安心ケアセンター関係者他）および本学
園の関係者が一同に会し、介護予防面のみな
らず防災面での連携強化を確認した。
　○　若葉区長の講演会の実施
<2013．1．30開催>
　　　学生への防災の意識づけの為、「地震時の対
応について」のテーマで講演を開催した。
　○　専門調査員の配置　<2012．10月～ >
　　　東日本大震災の教訓を整理し、学生の災害
時の専門力・人間力の育成をどう具現化する
か、市場のニーズを把握して検討するため調
査員（非常勤）２名配置した。
②　若葉区内の災害時要援護者の状況把握のため
の調査
　　　地域のニーズを把握するため、主に若葉区
内の以下の関連部署を訪問、聞き取り調査を
実施した。
　○　千葉市役所　総務局危機管理課、保健福祉
局高齢障害部　　
　○　若葉区役所　地域振興課地域づくり支援
室、くらし安心室
　○　千葉市社会福祉協議会　若葉区事務所
　○　千葉市あんしんケアーセンター　　桜木、
大宮台、みつわ台、千城台の４カ所
　○　千葉市民生委員
４）今後の取り組みについて
ア　本学周辺地域の災害時要援護者への対応を
テーマにした事業の検討
①　社会福祉施設へのさらなるボランティア活動
の推進
②　学園近傍および自宅近傍で福祉避難所に指定
された社会福祉施設にボランティア登録を行
い、災害発生を意識してのボランティア活動を
する。
③　先駆的な取り組みをしている団体（自治体、
自治会、NPO法人など）の調査および訪問、
聞き取り調査
④　災害時要援護者支援の実体験報告会、講演会
の開催
⑤　災害時の支援活動プログラムの授業への織り
込み調査・研究
イ　仮設福祉避難所開設のシミュレーションの研究
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（5）アンケート調査結果
１）調査対象
①　介護関係　千葉県高齢者福祉施設・千葉県福
祉医療施設・千葉県老人保健施設・千葉県老人
福祉施設・千葉県身体障害者施設　計506件
②　幼稚園保育園関係　千葉県児童福祉施設・千
葉県保育園・千葉県幼稚園・千葉県知的障害者
施設　計1416件
２）アンケート配布方法
　往復葉書に別途返送するキャリア形成にかかる
アンケー地調査への協力の可否を問うもののほ
か、以下の４項目の質問を記入し、選択肢に○を
付け返送してもらった。
　１．養成校に期待するキャリア形成のために必
要な教育は
　２．貴施設・貴園が行っている人材育成・キャ
リア形成支援は
　３．災害対応のための準備をされていますか
　４．離職経験（有資格者）等の再雇用の意向に
ついて
３）アンケート結果
　回収率：１月24日現在　介護関係36.5％　幼稚
園関係　53.5％
　結果
　　　　　　　　介護関係　　幼稚園保育園関係
　マニュアル作成 189 403
　訓練実施 198 494
　研修・講習会 112 260
　その他 10 31
　その他には防災備品の備蓄・定期的なパトロー
ル・被災地支援ボランティア休暇・行政と連携を
とるなどが上げられていた。
４）事業「専門力・人間力の開発」の展望と
課題
　本学独自の事業「専門力・人間力の開発」の取
組みから得られる具体的な成果としては、産業界
から事例を収集し、それらの産業界からの情報に
基づき次のような専門力・人間力の開発を行うこ
とができる。
①　災害・緊急時の専門力・人間力の育成と理論
の構築
　　産業界･地域と連携して災害時の対策を講じ
ることによって、学生の視野が広がり、いろい
ろの立場で考えられるようになる。また、短大
としては産業界から学生への教育支援を受ける
機会が多くなる。
②　産業団体・地域と連携した災害時･緊急時の
支援方法の検討
　　具体的な支援方法を検討し、模擬経験等を通
じて、地元産業界のニーズに応じた災害時支援
の専門的能力の向上が期待される。
③　産業界と連携した各種講演・講習会等による
先進的情報発信
　　在学生・卒業生が専門技術、キャリア形成等
について学ぶ機会が提供でき、キャリアパスの
確立に繋がることが期待される。
　本事業は平成26年度まで継続実施する予定では
あるが、２年弱の期間のみで上に記した学生の専
門力・人間力の開発を行うことは困難と考えられ、
本事業終了後も引き続き本学独自事業としての長
期的かつ継続的取組への移行が必要であり今後の
課題となると推察される。

